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（別紙）
酪農環境負荷軽減支援推進事業費補助金交付要綱

（平成２３年４月１日付け２２生畜第２４２６号農林水産事務次官依命通知）一部改正新旧対照表
（下線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

持続的酪農経営支援推進事業費補助金交付要綱 酪農環境負荷軽減支援推進事業費補助金交付要綱
（２２生畜第２４２６号平成２３年４月１日農林水産事務次官依命 （２２生畜第２４２６号平成２３年４月１日農林水産事務次官依命
通知） 通知）

改正 平成２３年８月３１日 ２３生産第４２２３号 最終改正 平成２３年８月３１日 ２３生産第４２２３号
最終改正 平成２５年５月１６日 ２５生畜第 １５９号

第１ 農林水産大臣は、持続的酪農経営支援事業（持続的酪農経営 第１ 農林水産大臣は、酪農環境負荷軽減支援事業（酪農環境負荷
支援事業実施要綱（平成２３年４月１日付け２２生畜第２４２ 軽減支援事業実施要綱（平成２３年４月１日付け２２生畜第２
３号農林水産事務次官依命通知。）に基づき実施する事業。以 ４２３号農林水産事務次官依命通知。）に基づき実施する事業。
下同じ。）を実施するため、持続的酪農経営支援推進事業実施 以下同じ。）を実施するため、酪農環境負荷軽減支援推進事業
要綱（平成２３年４月１日付け２２生畜第２４２５号農林水産 実施要綱（平成２３年４月１日付け２２生畜第２４２５号農林
事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に基づいて行 水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に基づい
う事業に要する経費に対し、予算の範囲内で実施要綱第２に定 て行う事業に要する経費に対し、予算の範囲内で実施要綱第２
める事業実施主体（以下「事業実施主体」という。）に補助金 に定める事業実施主体（以下「事業実施主体」という。）に補
を交付するものとする。 助金を交付するものとする。
その交付に関しては、以下に定めるもののほか、この要綱に その交付に関しては、以下に定めるもののほか、この要綱に

定めるところによるものとする。 定めるところによるものとする。
（１）～（６）（略） （１）～（６）（略）

（目的） （目的）
第２ 平成２３年度から、持続的酪農経営支援事業を実施するもの 第２ 平成２３年度から、酪農環境負荷軽減支援事業を実施するも

としており、持続的酪農経営支援事業の実施のための推進活動 のとしており、酪農環境負荷軽減支援事業の実施のための推進
や要件確認等に必要となる経費を助成する。 活動や要件確認等に必要となる経費を助成する。

（交付の対象経費及び補助率） （交付の対象経費及び補助率）
第３ 交付の対象経費及び補助率は以下のとおりとする。 第３ 交付の対象経費及び補助率は以下のとおりとする。

区分 対 象 経 費 補助率 区 分 対 象 経 費 補助率

持続的酪 実施要綱第２に掲げる事業実施主体が行 定額 酪農環境 実施要綱第２に掲げる事業実施主体が行 定額
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農経営支 う推進事務に係る経費 負荷軽減 う推進事務に係る経費
援推進事 支援推進
業 事業

（申請手続） （申請手続）
第４ 第４

１ （略） １ （略）
２ 事業実施主体は、１の申請書を提出するに当たって、第３の ２ 事業実施主体は、１の申請書を提出するに当たって、第３の

持続的酪農経営支援推進事業（以下「推進事業」という。）に 酪農環境負荷軽減支援推進事業（以下「推進事業」という。）
要する経費に対する当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相 に要する経費に対する当該補助金に係る仕入れに係る消費税等
当額（推進事業に要する経費に含まれる消費税及び地方消費税 相当額（推進事業に要する経費に含まれる消費税及び地方消費
に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号） 税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）
に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額 に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額
と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定す と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定す
る地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて る地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて
得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明ら 得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明ら
かな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただ かな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただ
し、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当 し、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当
額が明らかでない場合については、この限りでない。 額が明らかでない場合については、この限りでない。

３ （略） ３ （略）

第５～第１０（略） 第５～第１０（略）

（実績報告） （実績報告）
第１１ １～２（略） 第１１ １～２（略）
３ 第４の２のただし書の適用を受けた事業実施主体は、１の実 ３ 第４の２のただし書の適用を受けた事業実施主体は、１の実
績報告を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告に 績報告を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告に
より第３の推進事業に要する経費に対する当該補助金の仕入れ より第３の推進事業に要する経費に対する当該補助金の仕入れ
に係る消費税相当額が確定した場合には、その金額（実績報告 に係る消費税相当額が確定した場合には、その金額（実績報告
書において、２の規定により減額した場合には、当該金額が減 書において、２の規定により減額した場合には、当該金額が減
じた額を上回る部分の金額とする。）について別記様式第７号 じた額を上回る部分の金額とする。）について別記様式第７号
により速やかに地方農政局長等に報告するとともに、地方農政 により速やかに地方農政局等に報告するとともに、地方農政局
局長等の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。そ 長等の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。その
の際、地域センターが管轄する区域にあっては、地域センター 際、地域センターが管轄する区域にあっては、地域センターを
を経由し地方農政局長等に報告するものとする。 経由し地方農政局長等に報告するものとする。
また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明ら

かにならない場合又はない場合であっても、その状況等につい
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て、第１２第１項の確定のあった日の翌年６月３０日までに、
同様式により地方農政局長等に報告するものとする。その際、
地域センターが管轄する区域にあっては、地域センターを経由
し地方農政局長等に報告するものとする。

第１２～第１４（略） 第１２～第１４（略）
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附則（平成２５年５月１６日 ２５生畜第１５９号）
この要綱は、平成２５年５月１６日から施行する。


